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1.　はじめに：研究の背景
　わが国において「博物館経営」が強い危機感を
持って語られるようになってから 20 年以上の時
間が経過した。その間には，指定管理者制度の導
入など，従来の運営体制の根幹を揺るがすような
制度改正もあり，博物館経営は現場における現実
的な課題解決手段としても，研究の蓄積が期待さ
れている。
　博物館経営は，経営学との関係の中で，その中
に多様性を内包する研究領域として盛んに議論さ
れてきた。その中で，常に主要なトピックスのひ
とつとして扱われてきたのが「評価」の問題であ
る。評価の歴史的経緯に関する先行研究において，
牛島・川島（2002）は，「1990 年代にバブルが弾
け，大勢を占める公立博物館は財政が逼迫しはじ
め，経営や運営に対する関心が高まった。それは
展示を作る視点から博物館の来館者研究や経営指
標への視点へと博物館の経営および運営へと意識
が移行した」と示唆に富む仮説を提示している 1）。
　また，博物館評価が大きな注目を集める契機と
なったのが，公共領域における民間活力の利用を
推進していく Public Private Partnership（PPP）
概念に基づく一連の構造改革であった。公共サー
ビスの提供において市場メカニズムを活用すると
いう日本版 PPP による構造改革は，国公立博物
館にとって独立行政法人化，指定管理者制度の導
入，アウトソーシングや PFI 手法の活用といっ
た形で適用されることになった 2）。
　このように，1990 年代初頭のバブル経済崩壊
後の財政難と，その厳しい局面を打開するために
実施された 2000 年代初頭の一連の構造改革とい
う２つの大きな波によって，博物館評価が主要な
研究テーマのひとつとなることにつながったとい
える。そして，この 2 つの波に通底する基本的問
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題は，公立博物館の設置主体である地方自治体等
の財政難であり，その現実的な経営課題に対応す
るために，コスト削減や効率化が常に意識されて
いる点である。
　このことから，評価の視点や経営改善の目的が，
コスト削減を主とするケースが多く，官民協働の
目的のひとつである民間のノウハウを活かした
「質の向上」という面が軽視される傾向にある。
予算や人員の削減という縮小傾向の改革に陥るこ
となく，一見するとトレードオフにある「効率
化」と「質の向上」を高いレベルで調和させるこ
とこそ真の改善であり，改革の意味があるといえ
る 3）。
　この改革の流れの中で，博物館は評価の意義や
細かい指標を含む手法について様々な検討と実施
が進んでいった。評価手法としては，先駆的な事
例である静岡県立美術館の戦略計画方式 4）や公
益財団法人日本博物館協会の評価基準（ベンチ
マーク）による自己点検システム・Web 版等を
挙げることができる 5）。博物館評価を巡っては，
2008 年の博物館法改正によって，博物館におけ
る評価の実施とそれに基づく運用の改善について
の努力義務規定が盛り込まれたことから，評価の
意義や導入の是非を議論する段階から，現在は効
果的な評価手法の開発を一層推進していく段階に
あるといえる 6）。しかし，博物館評価の初期段階
から今日に至るまで財務的な視点が希薄であり，
特に経営分析に基づく各種指標を活用した評価は
ほとんどみられない。
　バブル経済崩壊後の厳しい経営環境において，
公立博物館が税金を投入することへの正当性の立
証や説明責任を果たすための透明性の確保，また
経営の効率性向上や改善を目的として博物館評価
が導入・実施されてきた背景を踏まえれば，財務
諸表に基づく経営分析は必要不可欠であるといえ
る。本研究は，依然として研究の蓄積が浅い博物
館評価における経営分析について，今後の研究の
あり方を探求することを目的とする。
　今後，広く博物館評価に適用できる経営分析手
法を検討する礎となる試論を展開する上で，本研
究は，企業会計を原則とした会計処理によって財
務諸表を作成している独立行政法人国立美術館の
経営分析を行う。経営分析はいくつもの手法が存
在するが，博物館はその機関的な特質から第一に
経営の安定性が求められていることから，博物館
評価における経営分析の端緒として安全性分析を
行い，その分析結果から今後の課題を考察する。
2.　博物館評価の課題：財務指標の欠如
　平成 21 年に文部科学省から報告という形で出
された「学芸員養成の充実方策について」におい
て，別紙 2「大学における学芸員養成科目の改善」
で大学の学芸員資格課程の必修 9 科目の科目名・
単位数・ねらい・内容が明示された。その中で博
物館経営論は，①博物館の経営基盤，②博物館の
経営，③博物館における地域連携という 3 つの大
項目が設定され，各大項目に 4 〜 5 の小項目があ
る。そして，①において「行財政制度」と「財
務」という項目が明記されている 7）。
　平成 24 年に改正「博物館施行規則」が施行さ
れ，従来 1 単位であった「博物館経営論」は 2 単
位へ拡充となった。つまり，今日では博物館経営
とは館長等のトップマネジメントだけのものでは
なく，現場で博物館機能を担う専門家である学芸
員にも必要な知識・能力であり，その重要性が高
まっているといえる。
　また，上述の通り，大学における学芸員養成科
目にて，その内容に「行財政制度」や「財務」が
明記されているように，今日では予算管理や資金
繰りは当然として，資金の調達や運用に関する知
識と実践も学芸員が具備すべき能力として位置づ
けられているといえる。このように，博物館経営
論の重要性が高まるにつれて，従来では考えられ
なかったような「おカネ」の面にまで踏み込んだ
ビジネス感覚が学芸員に求められつつある。しか
し，大学の学芸員養成科目において，行財政制度
はともかくとして「財務」的な内容を教授できる
人材が博物館界にいるのか，また博物館経営にお
いてそのような分野の研究の蓄積が存在するのか
という現実的な問題が存在している。
　平井（2012）の博物館経営論における CiNii を
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利用した学術論文の主題（タイトル）の傾向に関
する研究によれば，わが国において各館種と「財
務（「会計」を含む）」の組み合わせによる学術論
文はごくわずかであった 8）。このことから，博物
館経営では学芸員が具備すべき能力として「行財
政」や「財務」というトピックスが掲げられてい
る反面，企業経営にみられるような財務諸表に立
脚した分析や評価といった研究の蓄積は，ほとん
どないといえる。
　このように，博物館経営において，特に学芸員
養成課程では行財政制度や財務といった項目が学
ぶべき内容として取り上げられているように，学
芸員にも企業経営と同等とはいかずともビジネス
感覚が求められている。「おカネ」に関すること
は学芸員の事業運営だけではなく，評価にも直結
する問題ではあるが，その重要性の高まりに相反
して，研究の蓄積は希薄であり，実務面での要請
と研究の進捗の間には大きな乖離がみられる。
3.　研究の手法：分析手法と研究対象
3.1.　博物館評価における安全性分析の意義
　本研究は，従来の博物館評価において希薄で
あった財務的な視点または指標を組み込んだ新し
い評価のあり方の端緒を開くことを目的としてい
る。上述の通り，PPP に基づく指定管理者制度
等の一連の制度改革は，市場に基づく民間活力を
利用し，経営の効率性やサービスの質の向上を目
的として掲げている一方，その改善に資する評価
に財務的な視点はほとんど見ることができない。
　博物館評価でみられる測定可能な指標（数字）
の多くは，入館者数や展覧会やワークショップ等
の実施回数が中心となっている。財務的な指標と
しては，公式 Web サイトや年次報告書等に収入
と支出が示されているのが一般的である。しかし，
収支と支出の内訳を分析しているケースはほとん
どなく，その数字が経営に対してどのような意味
を有しているのかを判断することは難しい。
　博物館評価の主要な目的のひとつである「経営
の効率性」とは，投入した資源量に対して見合っ
た効果が得られているかを評価するものであり，
収支と支出を単純に記述しただけでは効率性の判
断は困難である。例えば，昨年度と同水準の収入
で展覧会数の実施回数が増えたとしても，実際に
は投入した資源の妥当性によっては，より少ない
資源で実現できた可能性もあり，実施回数の増加
が高い効率性を示す証左になるとは一概には言え
ない。このことから，より適切な評価を実現する
ためにも，収入と支出を示すだけではなく，その
内訳を分析していくことが重要であるといえる。
　博物館評価に資する経営分析とは，どのような
手法なのか。一般的な営利企業における経営分析
では，収益性，安全性等のように，その目的に
よって様々な手法が存在している。本来であれば，
これらの手法を組み合わせて多面的に評価してい
くことが求められるが，営利企業と異なり博物館
経営の分野では，いまだ研究の蓄積がほとんどみ
られない。このことから，いくつもの経営分析手
法を用いるというよりも，まず博物館評価に資す
る経営分析はどのような手法か，また企業を対象
としたそれらの手法を博物館ではどのようにとら
えるのかを考察する必要がある。
　博物館の財務的な課題として挙げられるのが収
益性の低さである。公立館の場合，収入の大部分
は設置主体が拠出する運営費であり，博物館が実
施する事業による（自己）収入の割合は基本的に
低い 9）。そして，博物館評価において入館者数に
注目が集まることに関連して，取り上げられるの
が入館料である。博物館経営における主たる自己
収入源として，入館料は博物館界で盛んに議論さ
れる数少ない財務的なトピックスの一つであ
る 10）。しかし，入館料は，博物館法では基本的
な姿勢として徴収してはならないとしている 11）。
公立館は，自己収入源を入館料とする以前に，そ
もそも入館料の徴収に関する是非の問題が存在し
ている。さらに，館種や使命によっては入館料の
設定は様々であり，営利を目的としない博物館の
経営において単純な収益性の高低を評価の主たる
指標とすることは，博物館本来の社会的役割を棄
損する危険性を有している。
　ICOM は，博物館を「非営利の常設機関」であ
ると定義しており，人類の貴重な宝を後世へ継承
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していくためには博物館経営の目的意識として
「永続性」が重要な要素となってくる 12）。博物館
の閉館は，体系的なコレクションの散逸につなが
る可能性があり，社会にとって大きな損失となる。
つまり，財務的な視点から博物館経営を評価する
上での基本的な目的意識として，第一に「財務的
な安定性を確保し，閉館の憂いなく永続的に博物
館活動を行えるか」が重要であるといえる。
　このことから，本研究では，博物館が財務的な
観点から安定的に存続するための評価指標として
安全性分析を援用することを試みる。博物館経営
では，安全性分析の数値をどのようにみれば良い
か，以下で実際の博物館の貸借対照表を分析し，
その課題について検討することとする。
3.2.　独立行政法人国立美術館
　博物館経営の評価ひいてはその改善に資する指
標として安全性分析をどのように試みるのか。博
物館は公の施設として，日本では公立館の比率が
多いが，その経営形態は一律に括ることはできな
い。設置主体である地方公共団体が直接運営する
公設公営の直営館だけでなく，指定管理者制度等
を活用した公設民営も存在する。後者は，施設管
理のみを指定管理者に委託することで，主要な事
業である博物館機能はほぼ直営で実施する場合も
あれば，すべてを財団法人等に委託する場合もあ
る等，その形態は多種多様である。
　そのため，公開されている会計情報もその内容
は必ずしも統一的ではなく，比較可能性が高いと
は言い難い状況にある。そこで，本研究では今後
より幅広い博物館に適用可能な分析手法を確立す
るための試論という位置付けから，独立行政法人
国立美術館を安全性分析の対象とする。
　独立行政法人は，国民生活および社会経済の安
定等の公共上の見地から確実に実施されることが
必要な事務事業であって，国が自ら主体となって
直接に実施する必要のないもののうち，民間の主
体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそ
れがあるものまたは一の主体に独占して行わせる
ことが必要であるものを効率的かつ効果的に行わ
せることを目的として，独立行政法人通則法およ
び各独立行政法人の名称，目的，業務の範囲等に
関する事項を定める法律の定めるところにより設
立される法人のことである 13）。
　独立行政法人の会計は，①公共的な性格を有し，
利益の獲得を目的とせず，独立採算を前提としな
いこと，②独立行政法人は政策の実施主体であり，
政策の企画主体である国と密接不可分の関係にあ
ること，③毎事業年度における損益計算上の利益
（剰余金）の獲得を目的として出資する資本主を
予定していないこと，④自主的・自律的な業務運
営が確保できるように制度設計が行われている一
方で，税金を財源とする運営費交付金等が交付さ
れているという 4 つの特殊性を有している。
　そして，独立行政法人の会計は，企業会計原則
を原則としつつ，総務庁に置かれた独立行政法人
会計基準研究会が 2000 年 2 月に設定した「独立
行政法人会計基準」に準拠して処理されてい
る 14）。つまり，独立行政法人の博物館であれば，
上述の 4 つの特殊性にみられるように，公立館が
大多数を占める日本の博物館に援用することが可
能な企業会計原則を基にした経営分析手法を試す
ことができると想定される。
　博物館における独立行政法人は，2001 年 4 月
に先行独法として，独立行政法人国立博物館，独
立行政法人国立科学博物館，独立行政法人国立美
術館が各個別法の制定により設立された。その後，
独立行政法人国立博物館は，東京・京都・奈良・
九州の 4 館に加え，東京文化財研究所・奈良文化
財研究所・アジア太平洋無形文化遺産研究セン
ターが統合され，2007 年 4 月に独立行政法人国
立文化財機構となった 15）。このため，独立行政
法人国立文化財機構は，組織名称からも分かる通
り，博物館活動のみを行う機関ではなくなったと
いえる。
　一方で，独立行政法人国立美術館は，東京国立
近代美術館，国立西洋美術館，京都国立近代美術
館，国立国際美術館，国立新美術館の 5 館で形成
されていることから，その財務情報は独立行政法
人国立文化財機構よりも博物館活動を中心したも
のになる。このことから，本研究では，博物館関
連の独立行政法人の中でも，複数館で形成されつ
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つも博物館（美術館）のみの構成となっている独
立行政法人国立美術館の直近 3 ヶ年の貸借対照表
を基に安全性分析を行うこととする 16）。
表 1　独立行政法人国立美術館の平成 23 ～ 25 年の貸借対照表
貸借対照表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
平成 25 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 平成 23 年 3 月期
資産の部
Ⅰ　流動資産
　現金及び預金 1,954,539,159 1,617,168,917 1,300,199,264 
　たな卸資産 10,358,680 17,485,903 9,132,280 
　前渡金 553,877 1,090,610 55,800 
　前払費用 9,031,615 8,839,446 5,776,275 
　未収入金 788,384,190 160,840,752 229,575,034 
　立替金 4,101,409 8,025,572 2,060,824 
　仮払金 1,854,290 
　　流動資産合計 2,766,968,930 1,813,451,200 1,548,653,767 
Ⅱ　固定資産
　1.　有形固定資産
　　建物 76,480,574,215 75,690,716,743 75,541,589,746 
　　　減価償却累計額 △ 23,405,076,802 △ 21,201,534,212 △ 18,907,209,315
　　構築物 2,011,442,601 1,995,791,798 1,989,469,298 
　　　減価償却累計額 △ 1,023,795,237 △ 945,788,857 △ 863,433,873
　　機械装置 424,561,250 424,561,250 424,561,250 
　　　減価償却累計額 △ 150,193,105 △ 125,214,654 △ 100,057,428
　　車両運搬具 18,573,280 18,573,280 22,320,120 
　　　減価償却累計額 △ 17,236,323 △ 15,946,248 △ 18,108,131
　　工具器具備品 2,255,147,076 1,983,577,702 1,940,575,348 
　　　減価償却累計額 △ 1,593,927,331 △ 1,477,379,325 △ 1,350,238,549
　　土地 49,972,310,000 45,382,310,000 40,282,310,000 
　　美術品・収蔵品 66,207,565,556 62,029,979,972 57,341,181,139 
　　建設仮勘定 1,651,650 13,650,000 
　　　有形固定資産合計 171,181,596,830 163,773,297,449 156,302,959,605 
　2.　無形固定資産
　　ソフトウェア 2,919,176 6,002,501 9,375,101 
　　電話加入権 2,612,400 2,612,400 2,612,400 
　　特許権仮勘定 1,129,217 1,129,217 
　　　無形固定資産合計 5,531,576 9,744,118 13,116,718 
　　　　固定資産合計 171,187,128,406 163,783,041,567 156,316,076,323 
　　　　資産合計 173,954,097,336 165,596,492,767 157,864,730,090 
負債の部
Ⅰ　流動負債
　運営費交付金債務 802,098,757 626,104,024 102,804,817 
　預り金寄付金 10,291,743 9,609,668 22,244,018 
　未払金 1,667,261,544 962,467,775 1,250,480,041 
　前受金 64,462,816 84,110,186 34,123,423 
　預り金 36,674,935 24,328,231 43,280,391 
　　　流動負債合計 2,580,789,795 1,706,619,884 1,452,932,690 
Ⅱ　固定負債
　資産見返負債
　　資産見返運営費交付金 948,333,354 802,608,147 888,765,277 
　　資産見返寄付金 21,187,732 24,238,207 27,496,669 
博物館における安全性分析に関する試論 21
4.　独立行政法人国立美術館の安全性分析
4.1.　平成 23 年３月期から平成 25 年３月期の
貸借対照表における全体の傾向
　 総 資 産 に つ い て は， 平 成 23 年 3 月 期
157,864,730,090 円，平成 24 年 3 月期 165,596,492,767
円，平成 25 年 3 月期 173,954,097,336 円であり，総
資産は増額傾向にある。流動資産については，平
成 23 年 3 月 期 1,548,653,767 円， 平 成 24 年 3 月
期 1,813,451,200 円，平成 25 年 3 月期 2,766,968,930
円であり，平成 25 年 3 月期においては平成 24 年
3 月期と平成 23 年 3 月期に比べて増額傾向にある。
固 定 資 産 に つ い て は， 平 成 23 年 3 月 期
156,316,076,323 円，平成 24 年 3 月期 163,783,041,567
円，平成 25 年 3 月期 171,187,128,406 円であり，
経年的に増額傾向にある。
　一方，負債については次の通りである。流動負
債については，平成 23 年 3 月期 1,452,932,690 円，
平 成 24 年 3 月 期 1,706,619,884 円， 平 成 25 年 3
月期 2,580,789,795 円であり，平成 25 年 3 月期に
おいては平成 24 年 3 月期と平成 23 年 3 月期に比
べて増額傾向である。固定負債については，平成
23 年 3 月 期 967,923,486 円， 平 成 24 年 3 月 期
879,944,972 円，平成 25 年 3 月期 1,008,796,436 円
であり，平成 23 年度から平成 24 年度については
一度減少傾向にあったが，平成 24 年度から平成
25 年度についてはあらためて増額傾向にある。
　 ま た， 純 資 産 は， 平 成 23 年 3 月 期
155,443,873,914 円，平成 24 年 3 月期 163,009,927,911
円，平成 25 年 3 月期 170,364,511,105 円であり，総
資産と同様に増額傾向にある。
　基本的に，貸借対照表における金額の変化は，
表示科目のほとんどについて，平成 23 年度から
平成 24 年度そして平成 25 年度と増額傾向にある
といえる 17）。
4.2.　分析指標を用いた分析結果
　まず，安全性分析の基本的な分析指標は，自己
資本比率である。自己資本比率は以下のように算
　　資産見返物品受贈額 27,684,820 38,319,401 50,532,323 
　　建設仮勘定見返運営費交付金 1,129,217 1,129,217 
　　建設仮勘定見返施設費 1,651,650 13,650,000 
　受入保証金 9,938,880 
　　　固定負債合計 1,008,796,436 879,944,972 967,923,486 
　　　　負債合計 3,589,586,231 2,586,564,856 2,420,856,176 
純資産の部
Ⅰ　資本金
　政府出資金 81,019,148,662 81,019,148,662 81,019,148,662 
　　資本金合計 81,019,148,662 81,019,148,662 81,019,148,662 
Ⅱ　資本剰余金
　資本剰余金 113,455,718,836 103,877,413,527 93,927,588,477 
　損益外減価償却累計額 △ 24,655,693,886 △ 22,364,174,624 △ 19,970,905,126
　損益外現存損失累計額 △ 2,419,200 △ 2,419,200 △ 2,419,200
　　資本剰余金合計 88,797,605,750 81,510,819,703 73,954,264,151 
Ⅲ　利益剰余金
　前中期目標期間繰越積立金 377,754,257 379,366,049 380,977,841 
　積立金 100,593,497 89,483,260 
　当期末処分利益（うち当期総利益） 69,408,939 11,110,237 89,483,260 
　　利益剰余金合計 547,756,693 479,959,546 470,461,101 
　　　　純資産合計 170,364,511,105 163,009,927,911 155,443,873,914 
　　　　負債・純資産合計 173,954,097,336 165,596,492,767 157,864,730,090 
注記事項
（1）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 70,657,808 円 66,519,655 円 73,386,744 円
（2）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 717,011,106 円 733,049,461 円 895,882,911 円
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定される。
　　自己資本比率＝自己資本÷総資産× 100
　それにもとづいて，自己資本比率を算定すれば，
平 成 23 年 3 月 期 98.47％， 平 成 24 年 3 月 期
98.44％，平成 25 年 3 月期 97.94％であり，平成
23 年度を基準年度とすれば，平成 24 年度，平成
25 年度は軽微とはいえ比率が低下している傾向
が読み取れる。自己資本比率は表 2 のとおりであ
る。
　安全性分析は，自己資本比率が組織体全体の安
全性を反映する分析指標に対して，短期的な安全
性を考察する分析指標も存在する。いわゆる，流
動性を判断する分析指標である。流動性を判断す
るにあたり，必要なデータは流動資産と流動負債
であり，再掲になるが，流動資産については，平
成 23 年 3 月 期 1,548,653,767 円， 平 成 24 年 3 月
期 1,813,451,200 円，平成 25 年 3 月期 2,766,968,930
円であり，流動負債については，平成 23 年 3 月
期 1,452,932,690 円，平成 24 年 3 月期 1,706,619,884
円，平成 25 年 3 月期 2,580,789,795 円である。流
動性，すなわち支払能力の是非については，流動
資産から流動負債を減算して算定する。基本的に
はその値がプラスであれば，流動性があり，マイ
ナスの場合には流動性がない，安全性に問題があ
るという考察が可能である。ここで，減算した値
は正味運転資本と呼ばれている。貸借対照表上，
正味運転資本が算定されていない。正味運転資本
を算定すれば，平成 23 年 3 月期 95,721,077 円，
平成 24 年 3 月期 106,831,316 円，平成 25 年 3 月
期 186,179,135 円となる。
　さらに，正味運転資本は，金額ベースの分析で
あり，正味運転資本の比率版たる流動比率が短期
の安全性の分析指標となる。流動比率は次のよう
に算定される。
　　流動比率＝流動資産÷流動負債× 100
　上記に基づいて，流動比率を計算すれば，平成
23 年 3 月期 106.59％，平成 24 年 3 月期 106.26％，
平成 25 年 3 月期 107.21％であり，平成 23 年度を
基準年度とすれば，平成 24 年度は 0.33％の低下
であるが，平成 25 年度は 0.95％の上昇となって
いる。短期の安全性にかかわるデータは表 3 の通
りである。
　また，安全性分析は，短期的な安全性を考察す
るだけではない。組織の長期的な安全性を判断す
る分析指標もある。長期の安全性を判断するには，
必要な基本データは，固定資産と純資産である。
固 定 資 産 に つ い て は， 平 成 23 年 3 月 期
156,316,076,323 円， 平 成 24 年 3 月 期
163,783,041,567 円， 平 成 25 年 3 月 期
171,187,128,406 円であり（再掲），純資産は，平
成 23 年 3 月 期 155,443,873,914 円， 平 成 24 年 3
月 期 163,009,927,911 円， 平 成 25 年 3 月 期
170,364,511,105 円である（再掲）。
　注目するのは，固定資産である。企業の場合，
固定資産の購入をどのようにとらえるべきか。分
析の場合においては，設備投資と考えるのが一般
的である。すなわち，固定資産額は設備投資額と
とらえることが可能である。問題はその固定資産
の金額の多寡ではなく，その額をどのように資金
調達してきたかによる。すなわち，設備投資を自
らの資金でまかなうか，他人のチカラに依存して
やりくりするかという論点である。そこで，分析
指標として，固定比率がある。固定比率は純資産
の額と固定資産額を組み合わせて，組織の安全性
表 2　総資産，純資産および自己資本比率
（円，％）
H25 年 3 月期 H24 年 3 月期 H23 年 3 月期
総資産 173,954,097,336 165,596,492,767 157,864,730,090
純資産 170,364,511,105 163,009,927,911 155,443,873,914
自己資本比率 97.94％ 98.44％ 98.47％
表 3　流動資産，流動負債，正味運転資本，流動比率
（円，％）
H25 年 3 月期 H24 年 3 月期 H23 年 3 月期
流動資産 2,766,968,930 1,813,451,200 1,548,653,767
流動負債 2,580,789,795 1,706,619,884 1,452,932,690
正味運転資本 186,179,135 106,831,316 95,721,077
流動比率 107.21％ 106.26％ 106.59％
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を測る指標である。固定比率の算定式は以下の通
りである。
　　固定比率＝固定資産÷自己資本× 100
　算定式にもとづいて，固定比率は，平成 23 年
3 月期 100.56％，平成 24 年 3 月期 100.47％，平
成 25 年 3 月期 100.48％であり，平成 23 年度を基
準年度とすれば，平成 24 年度，平成 25 年度のい
ずれもほぼ同数値となっている。
　さらに，固定長期適合率と呼ばれる分析指標も
長期の安全性には利用される。純資産額で，固定
資産の額をカバーできない場合に使用する比率で
ある。固定長期適合率の算定式は以下のとおりで
ある。
　　固定長期適合率＝ 固定資産÷（自己資本＋固定
負債）× 100
　ちなみに，再掲するが，固定負債は，平成 23
年 3 月 期 967,923,486 円， 平 成 24 年 3 月 期
879,944,972 円，平成 25 年 3 月期 1,008,796,436 円
であり，固定長期適合率は，平成 23 年 3 月期
99.93％，平成 24 年 3 月期 99.93％，平成 25 年 3
月期 99.89％である。
　これまで述べた長期の安全性にかかわるデータ
は表 4 の通りである。
5.　分析の結果と今後の課題
　直近の平成 23 〜 25 年の安全性分析において，
自己資本比率，短期の安全性の流動比率，長期の
安全性の固定長期適合率を検討した結果，基本的
に安全性が高い組織であるといえる。
　まず自己資本比率については，基金いわゆる運
営交付金が純資産のほとんどを占めるため，比率
が高いのは当然の帰結といえる。前述の通り，博
物館は自己収入の割合が低く，公立館の多くが設
置主体である地方自治体の税金で経営しているの
が実情である。各館で展開される博物館活動に立
脚した各種事業は，公益性の観点から入館料等の
利用料金の設定は低く抑えられており，市場経済
の枠組みの中でビジネスとして財務的に自立して
いくのは非常に困難である。
　このことから純資産のほとんどを運営交付金が
占めていることは，非営利の常設機関という博物
館の性質を踏まえれば問題視することではない。
しかし，金額の多寡ではなく，厳しい財政状況の
中，適正な運営交付金の拠出という観点からみれ
ば，その比率をもう少し下げることも可能である
かもしれない。
　次に，短期の安全性については，流動比率が
100％を超えるという最低限のハードルは確保し
ているものの，企業分析の観点から言えば，短期
の流動性は懸念の材料ともいえる。一般的に，企
業では，理想値で 200％，現実的なラインとして
も 120 〜 150％を目安として考えられている。公
立館の経営を想定した場合，短期の支払い能力が
企業と同水準で求められるケースはあまりないと
考えられるが，例えば災害等のように偶発的な短
期の支払いが生じることがあった際に安全な資金
を確保しているとは言い難い。
　長期の安全性についても，純資産額が運営交付
金で構成されているため，安全性が確保される形
になっている。もちろん，否定するものではない
が，美術品という組織にとっての所有する資産を
どのような資金をもって整備するかについては検
討する余地もある。
表 4　固定資産，固定負債，純資産，固定比率，固定長期
適合率
（円，％）
H25 年 3 月期 H24 年 3 月期 H23 年 3 月期
固定資産 171,187,128,406 163,783,041,567 156,316,076,323
固定負債 1,008,796,436 879,944,972 967,923,486
純資産 170,364,511,105 163,009,927,911 155,443,873,914
固定比率 100.48％ 100.47％ 100.56％
固定長期適合率 99.89％ 99.93％ 99.93％
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6.　お わ り に
　本研究は，従来，財務的な視点が希薄であった
博物館評価において，独立行政法人国立美術館を
ケースとして安全性分析を行うことで，博物館の
特質に即した経営分析のあり方について考察した。
　博物館研究において，比較的新しい分野である
博物館経営の中で「評価」はその草創期から議論
されてきたトピックスであるといえる。1990 年
代から続く厳しい財政状態の中で，評価の重要性
が高まっていくことで研究が進み，静岡県立美術
館や日本博物館協会等の先行事例によって一定の
スタイルが確立されたようにみえる。
　しかし，収入や支出の構成等を細かく示しなが
ら自己収入の比率等を明示するケースも徐々に散
見されるようになってきたが，現状としては病院
や大学等の他の非営利組織と同じレベルで経営分
析の研究が行われているとは言い難い。博物館評
価が経営の効率化や改善を目的としているのであ
れば，財務的な視点に立脚した経営分析は最も重
要な評価指標であるといえる。
　このような状況の中で，本研究は，博物館経営
の重要な要素である「永続性」に着目し，企業会
計原則を適用している独立行政法人国立美術館を
ケースとして安全性分析を試みた。
　この分析から得られた知見は次の２点である。
①非営利の常設機関である博物館は，運営交付金
が純資産のほとんどを占めるために自己資本比率
が高くなるのは当然の帰結だが，適正な比率につ
いては検討の余地がある。②流動比率は，最低限
のハードルは超えているが，リスクマネジメント
の観点からはもう少し比率を上げた方が安全性は
高くなる。
　今回の分析から以上の２点が明らかになったが，
本稿は試論の域を出ないものであることも事実で
ある。今後の課題として，この２点を精緻にする
ためにも，比較可能な財務諸表を作成している他
の公立館を分析し，平均値を示せるようにするこ
とが重要であると考えられる。本研究を端緒とし
て博物館評価における経営分析を今後も進めてい
きたい。
【注】
1） 牛島薫・川島 - ベルトラン敦子（2002）：「日本における博
物館経営の経緯と現状」『展示学』第 34 巻，日本展示学会，
pp. 52-63．
2） 平井宏典（2006）：「日本における博物館の経営形態に関す
る研究：PPP 活用による新たな博物館の経営形態を中心と
して」『東洋大学大学院紀要』42，pp. 202-203．
3） 大橋敏博（2006）：「文化施設の構造改革と評価に関する一
考察」『総合政策論叢』第 11 号，総合政策学会，pp. 54-55.
4） 静岡県立美術館の評価については次の文献を参考にされた
い。佐々木亨（2012a）：「博物館評価を評価する：現状・課
題と今後の展望」『博物館研究』47（12），pp. 10-13.
5） 公益財団法人日本博物館協会の自己点検システムは，自館
の活動を振り返り，110 の質問に答えていく形式であり，
「館長・館の経営責任」「利用者・市民・地域との関係」「展
示」「教育普及」「学芸員・一般職員」「調査研究」「資料・コ
レクション」「施設・アメニティー」の 8 領域に分かれてい
る。（ 参 考 URL「 博 物 館 自 己 点 検 シ ス テ ム・Web 版 」
https://www.j-muse.or.jp/jikotenken/t2/index.html〈2015
年 9 月 10 日アクセス〉）
6） 博物館評価の努力義務規定は，博物館法において次のよう
に記述されている「（運営の状況に関する評価等）　第九条
　博物館は，当該博物館の運営の状況について評価を行う
とともに，その結果に基づき博物館の運営の改善を図るた
め必要な措置を講ずるよう努めなければならない。」
7） これからの博物館の在り方に関する検討協力者会議
（2011）：『学芸員養成の充実方策について』第 2 次報告書，
文 部 科 学 省（http://www.mext.go.jp/component/b_menu/
shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/02/18/1246189_2_1.
pdf〈2015 年 9 月 10 日アクセス〉）
8） 平井の研究では，その主題（タイトル）の文言の選定は，
改正学芸員資格課程の方針に準拠している。
　　　平井宏典（2012）：「日本における博物館経営論の構築に
関する現状分析：経営概念の変遷と研究主題の傾向から」
『日本ミュージアム・マネージメント学会研究紀要』16，
pp. 113-119．
9） 佐々木は，静岡県立美術館の収支の差額は 523,810,000 円の
マイナスであり，自己収入は支出の 19.2％しかカバーでき
ていないが，このような状況は博物館の一般的な姿である
と指摘している。
 　佐々木亨（2012）：「第 2 章　博物館の経営基盤」， 大堀
哲・水島英治編著『博物館学Ⅲ：博物館情報・メディア論
＊博物館経営論』学文社，p. 133.
10） 入館料に関する諸問題は，NPM の先進事例であるニュー
ジーランドにて国立博物館をめぐる入館料金政策の是非を
多方面から検討した Lindsay（1994）の邦訳である以下の
論文にて基本的な論点が整理されている。
　　増田辰良（2009）「博物館への入館料金をめぐる論争」『北星
論集（経）』第 48 巻第 2 号，北星学園大学，pp. 61-96.
11） 博物館法では第 23 条の「入館料等」について「公立博物館
博物館における安全性分析に関する試論 25
は，入館料その他博物館資料の利用に対する対価を徴収し
てはならない。但し，博物館の維持運営のためにやむを得
ない事情のある場合は，必要な対価を徴収することができ
る。」としているが，但し書きを根拠に多くの博物館が入館
料を徴収しているのが現状である。
12） 国 際 博 物 館 会 議：ICOM（International Council of 
Museum）は，「博物館とは，社会とその発展に貢献するた
め，有形，無形の人類の遺産とその環境を，研究，教育，
楽しみを目的として収集，保存，調査研究，普及，展示を
おこなう公衆に開かれた非営利の常設機関である」（ICOM
規約〈2007 年 8 月改訂〉第 3 条第１項：下線は筆者）と博
物館を定義している。（https://www.j-muse.or.jp/icom/ja/
pdf/ICOM_regulations.pdf〈2015 年 9 月 10 日アクセス〉）
13） 大塚宗春・黒川行治責任編集（2012）：『政府と非営利組織
の会計』中央経済社，p. 299.
14） 同上，pp. 302-304.
15） 独立行政法人国立文化財機構「組織の変遷」（http://www.
nich.go.jp/kiko/hensen/index.html〈2015 年 9 月 3 日 ア ク
セス〉）
16） 独立行政法人国立美術館 Web Site「3-2. 予算・財務諸表」
の「2. 財務に関する情報」から平成 23 〜 25 年度の財務諸
表 を 参 照。（http://www.artmuseums.go.jp/03/0302.html
〈2015 年 9 月 3 日アクセス〉）
17） 独立行政法人国立美術館の経営分析の詳細については以下
の山口（2014）の論文を参考にされたい。山口（2014）は，
独立行政法人国立文化財機構と独立行政法人国立美術館に
ついて様々な手法で経年的に経営分析を行っているが，そ
の研究の目的は文化産業に関わる国の個別組織の経営分析
であり，独立行政法人の分析結果を博物館経営の評価に広
く適用を試みる本研究とは性格の異なる研究であるといえ
る。
 　山口不二夫（2014）「文化産業の経営分析技法の開発：国
立文化財機構と国立美術館の経営分析」『明治大学社会科学
研究所紀要』第 52 巻第 2 号，pp. 105-133.
（2015 年 10 月 22 日　受稿）2015 年 10 月 30 日　受理
『和光経済』第 48 巻第 2 号26
